
　県内では少子高齢化を背景とする人口減少が続いており、特に生産年齢人口の減少により、今後の人
手不足がますます深刻になることが懸念されている。
　企業は外部環境の変化もある中で、限られた資源、労働力で競争力のあるモノ・サービスを生み出さ
なければならない。
　　【外部環境変化の一例】
　　　・コロナ禍後の生活様式の変化、デジタル化、脱炭素などの環境変化による需要変容
　　　・原材料価格上昇等によるコストの増大、人件費の増加
　このような状況において、アンケート調査の結果を中心に
県内の生産性向上の取組みや人材の採用・育成状況などにつ
いて考察した。
　＊�令和５年11月に同様のアンケート調査を行ったことから、
前回結果と比較できるものについても考察した。

<調査要領 >
１．調査方法　　郵送による配布・回収
２．調査対象　　県内企業1,412社
３．回答企業　　459社（有効回答率32.5％）
４．調査時期　　2024年12月～2025年１月

調査レポート
県内における生産性向上及び人材採用・育成の状況
～生産性向上及び人材採用・育成に関するアンケート調査より～

＜要　旨＞
１．生産性向上への取組みについて
　　◦�回答企業の８割が生産性向上に取組む必要性を認識している。
　　◦�生産性向上を進める上で実施していることは「人材育成」が最も多く、現状では人への投資

を重視している。
　　◦�生産性向上のためには人材育成に加え、業務効率化、IT導入も進める必要がある。

２．人材採用・育成について
　　◦�回答企業の約７割が新卒採用人数は前年と変わらず、中途採用人数は６割弱が前年と変わっ

ていない。
　　◦�新卒、中途採用も希望者が集まらず、求めている人材の応募がないことが大きな課題となっ

ている。
　　◦�採用のチャネルとしてはハローワークの利用が最も多いが、売上高が多くなるほど様々なチャ

ネルを活用している。
　　◦�多くの企業でOJT による人材育成を行っているが、計画的・体系的な取組みができておらず、

育成する余裕もないことが人材育成の大きな課題となっている。

業 　 種 回答企業数
（社）

構成比
（％）

製 　 造   78   17.0 
建 　 設 120   26.1 
卸 　 売   43     9.4 
小 　 売   43     9.4 
不 動 産   22     4.8 
医 療・ 福 祉   30     6.5 
サ ー ビ ス   54   11.8 
その他非製造   66   14.4 
無 回 答     3     0.7 
合 　 計 459 100.0 
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１．生産性向上について
　⑴　生産性向上への取組み状況
　　�　「実施済み」「現在、取組んでいる」を合わせると55.1％となり、半数以上の企業で生産性向上のた
めに何らかの取組みを行っている。「今後、取組を検討している」企業も含めると、８割以上の企業
が取組みの必要性を認めている。

　　�　一方前回調査との比較では、「今後、取組みを検討している」が4.8㌽下降し「取組む予定はない」
が3.9㌽上昇している。業況が厳しい中で費用をかけられず取組みを断念している企業もあるとみら
れる（図表１）。

　⑵　生産性向上に向け実施または検討していること
　　�　生産性向上に向けて実施していることは「人材育成（技術の向上、多能工化、モチベーションの
向上）」が41.0％で最も多く、次いで「新規顧客の開拓、販路開拓」が39.4％、「業務効率化・見直し・
定型化（マニュアル整備等）」が28.8％と続いている。まずは、人への投資が重視されている（図表
２）。
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図表１　生産性向上への取組み状況

図表２　生産性向上に向け実施または検討していること（複数回答）
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　⑶　生産・サービスを維持・拡大するための対策
　　�　全体でみると「人手を増やす」が33.3％で最も多く、次いで「特別な対策は考えていない」が
32.7％、「IT導入や設備投資を行う」が26.4％となっている。

　　�　業種別にみると「人手を増やす」は「運輸」が約７割となっており、「特別な対策は考えていない」
は「電気・ガス・熱供給・水道」が５割となっている。「IT 導入や設備投資を行う」は「卸売」「医
療・福祉」などで割合が高くなっている。

　　�　売上高別にみると、「５千万円未満」は「特別な対策は考えていない」が５割となっている。「IT
導入や設備投資を行う」は売上高が10億円以上の階層では４割に達している（図表３）。

　　　　　　　　　　　　n=459

1％未満のデータラベルは非表示　（％）

2025年卒の新卒採用計画（前年比）

中途採用実施状況（前年比） 33.1

29.0

58.8

68.0

1.11.1

1.3

7.0

1.7

増やす 変わらない
（採用予定なし含む） 減らす 無回答

図表３　生産・サービスを維持・拡大するための対策（複数回答）

図表４　新卒、中途採用状況

２．人材採用・育成について
　⑴　新卒、中途採用状況
　　�　2025年卒の新卒採用計画（前年比）は「変わらない（採用予定なし含む）」が約７割で、「増やす」
が約３割となっている。中途採用実施状況（前年比）は「変わらない（採用予定なし含む）」が約６
割で、「増やす」が３割を超えている（図表４）。
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n=
全体 (459) 33.3 32.7 26.4 11.5 4.1 

業
種

製造 (78) 33.3 29.5 30.8 11.5 2.6 
建設 (120) 40.0 27.5 20.8 14.2 4.2 
電気・ガス・熱供給・水道 (14) 21.4 50.0 7.1 7.1 14.3 
情報通信 (6) 33.3 33.3 50.0 0.0 0.0 
運輸 (13) 69.2 15.4 0.0 7.7 0.0 
卸売 (43) 27.9 32.6 39.5 7.0 4.7 
小売 (43) 32.6 41.9 16.3 9.3 2.3 
宿泊 (4) 25.0 0.0 50.0 0.0 25.0 
飲食 (9) 22.2 22.2 0.0 0.0 33.3 
不動産 (22) 4.5 40.9 27.3 22.7 9.1 
物品賃貸 (2) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
医療・福祉 (30) 30.0 36.7 36.7 13.3 0.0 
サービス (54) 29.6 37.0 31.5 7.4 1.9 
その他非製造 (18) 44.4 38.9 16.7 11.1 0.0 
無回答 (3) 33.3 33.3 66.7 0.0 0.0 
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50 億円以上 (15) 33.3 26.7 40.0 6.7 0.0 
無回答 (3) 33.3 33.3 0.0 33.3 0.0 
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図表５　新規採用における課題（複数回答）

図表６　中途採用における課題（複数回答）

　⑵　新規採用における課題
　　�　新卒採用における課題をみると「希望者が集まらない」39.0％、「求める人材からの応募がない」
31.6％と、新卒の採用難が大きな課題となっている。業種別にみると、「建設」は「希望者が集まら
ない」が５割を超えている。業務で資格を必要とする人材の割合が多い業種「電気・ガス・熱供給・
水道」「医療・福祉」などは、「求める人材からの応募がない」の回答割合が他の業種に比べて高かっ
た（図表５）。

　⑶　中途採用における課題
　　�　中途採用における課題をみると「求める人材からの応募がない」48.1％、「希望者が集まらない」
45.8％と、企業が即戦力として求めている人材の採用が難しいことがあげられている。業種別にみると、
特に「運輸」は人が集まらず中途採用が難しい状況がうかがえる。「飲食」「医療・福祉」は、採用
活動にコストがかけられない割合が他に比べて高い（図表６）。

［比率の差］無回答除く

全体 +10ポイント
全体 +5ポイント
全体 -5ポイント
全体 -10ポイント

n=10以上の場合

［比率の差］無回答除く

全体 +10ポイント
全体 +5ポイント
全体 -5ポイント
全体 -10ポイント

n=10以上の場合

希
望
者
が

集
ま
ら
な
い

求
め
る
人
材
か
ら

の
応
募
が
な
い

採
用
活
動
に

コ
ス
ト
が
か
け
ら

れ
な
い

人
員
不
足
で
採
用

に
満
足
な
時
間
が

か
け
ら
れ
な
い

選
考
中
の
辞
退
・

内
定
辞
退
が
多
い

そ
の
他

無
回
答

n=
全体 (459) 39.0 31.6 10.7 7.6 2.0 15.5 20.5 

業　
種

製造 (78) 43.6 29.5 14.1 5.1 1.3 11.5 20.5 
建設 (120) 55.8 38.3 5.8 10.0 1.7 6.7 15.0 
電気・ガス・熱供給・水道 (14) 35.7 57.1 0.0 21.4 14.3 7.1 21.4 
情報通信 (6) 50.0 16.7 16.7 33.3 16.7 0.0 16.7 
運輸 (13) 15.4 38.5 15.4 7.7 0.0 46.2 0.0 
卸売 (43) 18.6 18.6 7.0 4.7 0.0 27.9 30.2 
小売 (43) 34.9 27.9 20.9 9.3 2.3 7.0 25.6 
宿泊 (4) 25.0 25.0 25.0 0.0 0.0 25.0 25.0 
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　⑷　実施している採用活動状況
　　�　実施している採用活動状況は「ハローワーク」が57.7％と最も多く、次いで「求人サイト」が
30.5％、「学校訪問・学校求人」が18.1％と続いている。業種別にみると、「ハローワーク」は「運輸」
「医療・福祉」などで割合が高くなっている。売上高別にみると「５億円以上」の階層では約８割が
「ハローワーク」になっており「50億円以上」では「求人サイト」も８割になっている。売上高が大
きくなるほど、様々な人材採用を行っている（図表７）。

　⑸　人材育成の取組み状況
　　�　人材育成の取組み状況をみると多くの業種で「OJT（業務内での指導等）」が多く、「飲食」「運輸」
は７割を超えている。専門分野の知識が必要な「医療・福祉」などは幅広い取組みで人材育成を行っ
ている事がうかがえる（図表８）。

図表７　実施している採用活動状況

図表８　人材育成の取組み状況（複数回答）
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n=
全体 (459) 57.7 30.5 18.1 12.2 8.5 7.8 6.5 6.1 2.6 14.2 20.9

業
種

製造 (78) 66.7 23.1 25.6 14.1 14.1 7.7 3.8 10.3 1.3 6.4 23.1
建設 (120) 63.3 29.2 21.7 13.3 5.8 7.5 3.3 8.3 4.2 12.5 13.3
電気・ガス・熱供給・水道 (14) 42.9 14.3 14.3 21.4 7.1 7.1 0.0 7.1 0.0 14.3 50.0
情報通信 (6) 33.3 66.7 16.7 16.7 16.7 33.3 33.3 0.0 16.7 0.0 16.7
運輸 (13) 84.6 53.8 15.4 0.0 0.0 0.0 0.0 7.7 0.0 23.1 0.0
卸売 (43) 58.1 30.2 11.6 4.7 9.3 7.0 9.3 7.0 2.3 18.6 23.3
小売 (43) 44.2 34.9 11.6 7.0 7.0 11.6 14.0 7.0 2.3 16.3 20.9
宿泊 (4) 50.0 0.0 0.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0
飲食 (9) 44.4 44.4 11.1 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 11.1 11.1 22.2
不動産 (22) 9.1 4.5 0.0 0.0 0.0 0.0 4.5 0.0 0.0 40.9 45.5
物品賃貸 (2) 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0
医療・福祉 (30) 73.3 50.0 30.0 30.0 20.0 13.3 13.3 6.7 0.0 6.7 16.7
サービス (54) 59.3 35.2 13.0 11.1 5.6 5.6 3.7 0.0 3.7 13.0 24.1
その他非製造 (18) 50.0 33.3 27.8 16.7 11.1 16.7 0.0 0.0 0.0 27.8 16.7
無回答 (3) 100.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

売
上
高

5 千万円未満 (80) 23.8 17.5 3.8 1.3 1.3 0.0 3.8 2.5 2.5 25.0 42.5
5 千万円以上 1 億円未満 (91) 42.9 19.8 6.6 3.3 2.2 2.2 6.6 1.1 3.3 18.7 28.6
1 億円以上 5 億円未満 (177) 65.5 29.4 13.6 9.6 2.3 4.5 6.2 4.5 1.1 10.7 16.9
5 億円以上 10 億円未満 (48) 83.3 47.9 35.4 20.8 18.8 8.3 12.5 6.3 0.0 8.3 6.3
10 億円以上 50 億円未満 (45) 82.2 42.2 53.3 37.8 35.6 20.0 2.2 17.8 2.2 8.9 4.4
50 億円以上 (15) 80.0 80.0 60.0 53.3 46.7 80.0 20.0 40.0 26.7 0.0 0.0
無回答 (3) 66.7 66.7 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 33.3 33.3
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へ
の
派
遣

自
己
啓
発
の
促

進 外
部
の
通
信
教

材
等
の
活
用

そ
の
他

無
回
答

n=
全体 (459) 55.8 27.0 26.1 19.8 9.6 5.9 15.7 

業　
種

製造 (78) 66.7 26.9 25.6 12.8 11.5 7.7 12.8 
建設 (120) 51.7 25.0 21.7 25.0 10.0 4.2 14.2 
電気・ガス・熱供給・水道 (14) 42.9 21.4 14.3 14.3 7.1 0.0 28.6 
情報通信 (6) 66.7 16.7 66.7 50.0 33.3 0.0 16.7 
運輸 (13) 76.9 23.1 46.2 15.4 7.7 0.0 0.0 
卸売 (43) 53.5 16.3 30.2 16.3 4.7 9.3 14.0 
小売 (43) 44.2 23.3 23.3 20.9 4.7 7.0 18.6 
宿泊 (4) 75.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
飲食 (9) 77.8 0.0 11.1 0.0 11.1 0.0 22.2 
不動産 (22) 18.2 18.2 0.0 22.7 9.1 18.2 36.4 
物品賃貸 (2) 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 0.0 50.0 
医療・福祉 (30) 66.7 66.7 60.0 30.0 16.7 0.0 6.7 
サービス (54) 68.5 27.8 24.1 16.7 7.4 5.6 16.7 
その他 (18) 38.9 38.9 27.8 22.2 5.6 11.1 16.7 
無回答 (3) 33.3 33.3 0.0 0.0 33.3 0.0 33.3 

（％）
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図表９　人材育成の取組みにおける課題（複数回答）

　⑹　人材育成の取組みにおける課題
　　�　人材育成の取組みにおける課題は「計画的・体系的に行っていない」が31.8％、「多忙で時間の余
裕がない」が28.1％、「上長等の育成能力や指導意識不足」25.9％、「社員の意識が低い」22.7％と続
いている。業種別にみると、「運輸」は「業務に最適なものがない」の割合が高く、「医療・福祉」は
「多忙で時間の余裕がない」「離職等で投資回収ができない」の割合が高い（図表９）。

３．まとめ
　今回のアンケート調査結果をみると、回答企業の８割が何らかの生産性向上に取組む必要性を認識し
ている。企業の生産性向上と人材採用・育成には相互に密接な関係が認められるが、今後はデジタル化
による省人化・業務効率化が必要な状況にある。
　また人材育成の面では半数以上の企業が、計画的・体系的な取組みが実施されておらず、育成する余
裕がないことが大きな課題となっている。
　今後県内企業の生産性向上、人手不足対策が更に進展するには、これまで以上に国、地方公共団体、民
間企業が連携しながら県内企業のデジタル化、DX化、人材育成支援に取組んでいくことが求められる。

［比率の差］無回答除く

全体 +10ポイント
全体 +5ポイント
全体 -5ポイント
全体 -10ポイント

n=10以上の場合
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が

な
い

実
施
す
る
メ
リ
ッ
ト
を

感
じ
な
い

そ
の
他

特
に
課
題
は
な
い

無
回
答

n=
全体 (459) 31.8 28.1 25.9 22.7 8.7 8.5 6.5 5.9 5.2 1.7 1.7 14.8 10.9 

業
種

製造 (78) 30.8 21.8 35.9 20.5 6.4 11.5 9.0 5.1 5.1 1.3 1.3 12.8 5.1 
建設 (120) 36.7 32.5 28.3 25.8 7.5 5.8 3.3 7.5 4.2 0.8 0.8 11.7 10.8 
電気・ガス・熱供給・水道 (14) 28.6 21.4 21.4 28.6 14.3 7.1 7.1 7.1 0.0 7.1 0.0 14.3 28.6 
情報通信 (6) 66.7 50.0 33.3 16.7 33.3 33.3 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 0.0 
運輸 (13) 7.7 23.1 15.4 0.0 7.7 0.0 7.7 7.7 30.8 0.0 15.4 30.8 0.0 
卸売 (43) 39.5 20.9 20.9 23.3 4.7 4.7 9.3 0.0 7.0 4.7 0.0 11.6 11.6 
小売 (43) 30.2 27.9 18.6 30.2 9.3 9.3 4.7 0.0 7.0 0.0 0.0 11.6 16.3 
宿泊 (4) 0.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 25.0 
飲食 (9) 11.1 33.3 33.3 22.2 22.2 0.0 0.0 11.1 11.1 0.0 0.0 0.0 22.2 
不動産 (22) 18.2 13.6 0.0 9.1 18.2 0.0 9.1 0.0 4.5 0.0 9.1 27.3 36.4 
物品賃貸 (2) 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 
医療・福祉 (30) 30.0 40.0 23.3 10.0 3.3 13.3 13.3 20.0 3.3 0.0 3.3 23.3 0.0 
サービス (54) 29.6 33.3 27.8 29.6 11.1 16.7 1.9 7.4 0.0 5.6 1.9 14.8 3.7 
その他 (18) 33.3 22.2 27.8 22.2 5.6 0.0 11.1 5.6 11.1 0.0 0.0 22.2 16.7 
無回答 (3) 66.7 66.7 66.7 66.7 33.3 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
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